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	本日13時30分から執行部、現評、青婦部の交渉団が参加し昨日の副町長交渉に引き続き、町長交渉を行います！

２日からの支会別討論会で皆さんからいただいた不満や要求を昨日の副町長交渉に反映しました。副町長に事態認識を迫り、町長交渉において町長から考えを示していただくものも多々あります。本日の町長交渉においても皆さんの声を佐藤町長にしっかり反映します！
	＝第３回職場集会を開催＝

３月１０日（水）17：20 集会室

0町長、副町長交渉の結果を報告し、0

0１２日の全国統一行動及び前段戦0
0術に向けた意思統一を行います。







	自治労共済本部事業推進部より講師をお招きして「学習会」を開催します！

自治労共済に加入してる方も未加入の方も、この機会に直接説明を聞いてみてはどうでしょう？　自治労共済の良さをきっと感じるはずです。

わかりやすい説明です！ぜひ、多数のご参加をお待ちしております！！

…この学習会は、津別、美幌、大空の３単組の連続学習会として取り組みます…

	◇講　師：矢吹　欣徳　氏　自治労共済本部事業推進部

　　　　　長谷　陽子　氏　自治労共済北海道支部事務局次長

◇日　時：３月１７日（水）１７：２０～１９：００　林研図書室

◇対象者：加入・未加入を問わず自治労共済に興味のある方！！

□■□個人相談会も開催されます！！□■□

◇日　時：３月１８日（木）９：００～１２：００　職員研修室

ご自分の加入している自治労以外の「保険」の保障と掛金のヨシアシなど聞けますよ。ぜひご利用ください。


	　　　　



	


	加藤書記次長が参加した「全国町村職総決起集会」を背景に、自治労・全国町村評議会は、2月25日10時から、総務省交渉を行った。

　

【総務省回答】

　地方公務員の給与については、それぞれの地方自治体における交渉を経て、最終的に議会に諮り、条例で決定されるのが原則である。来年度予算案において、総務省としては、大臣も国会答弁しているとおり、地方公務員給与に対する助言は、抑制的にということではあるが必要な助言をしているところである。各地方自治体の給与決定にあたっては、それぞれの地方自治体で決定することを前提としながら、必要な助言を行って参りたいと考えている。

【自治労からは次の点を総務省に質した】

集中改革プランの影響を受けて、正規職員の
	人員削減が進む一方、住民サービスは増加している。各自治体では、臨時・非常勤等職員の採用や民間委託を実施し、住民サービスの最前線で非正規労働者が増加している。職務に専念できる賃金・労働条件を確保する必要がある。

【これに対する総務省からの回答】

各地方自治体に対して、集中改革プランの方針により、定員の純減をお願いしてきた。地方交付税の1兆円増額に係る配分について、財政力の弱い自治体により配慮しようということは承知している。臨時・非常勤等職員が増えた原因は、集中改革プランが全てとは考えていないが、論点の一つにはなるところである。

臨時・非常勤等職員の処遇については、様々な会議等において、「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会」報告書や、公務員課長通知を踏まえ対応するよう助言している。特に、従事している業務に見合った報酬を支給するよう、各自治体に助言を行いたい。 （次号へ）


労働金庫 津別担当の澤田さんは毎週水曜日に来ます


庁舎以外で澤田さんに寄ってほしい方は、書記長の山田に当日の朝までにご連絡を。











【2010年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求】


１．現行賃金水準を維持・改善すること。


２．社会福祉協議会、振興公社の職員の賃金・労働条件を自治体職員並みに改善すること。そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。


３．今後の機構に関する考え及び「グループ制の現状」について認識を示すこと。


【津別町職として付加した要求】


１．2010年度に土木、建築技師を採用すること。2011年度の職員採用者数を示すこと。


２．行政経営推進室及び事務事業外部委託検討委員会の検討状況を示すこと。


３．2008年に希望人事を行ったが今後の人事異動のあり方について示すこと。





要請１　町村職員の賃金・労働条件の改定については、各町村における「労使の自主的交渉」の結果を尊重すること。








